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研究実績の概要  

 

 ① 研 究 目 的  

 本 研 究 は ， 公 私 協 働 に よ る 住 環 境 保 全 手 法 の 検 討 を 目 的 と す る 。 公 私 協 働 と は 公 的 ・ 私

的 セ ク タ ー と の 交 渉 や ， 両 者 に よ る 協 働 的 活 動 を 意 味 す る 。  

 具 体 的 に は ， ① 公 私 協 働 の 諸 制 度 を 分 析 し ， そ の 概 念 の 理 論 的 な 位 置 づ け を 行 う ， ② 町

内 会 や NPOに 対 し て 質 問 票 ・ ヒ ア リ ン グ 調 査 を 実 施 す る ， ③ 良 好 な 住 環 境 保 全 を 実 現 す る

規 制 ・ 事 業 制 度 を 具 体 的 に 提 案 す る ， の 3点 を 目 指 し た 。  

 ② 研 究 の 概 要  

 景 観 法 に お け る 公 私 協 働 概 念 に つ い て ， 基 礎 的 文 献 の 収 集 に よ り ， 理 論 的 な 位 置 づ け を

行 っ た 。 ま た ， 景 観 法 の 諸 制 度 に つ い て 検 討 し ， 景 観 協 議 団 体 に つ い て は （ 社 ） 京 都 市 景

観 ・ ま ち づ く り セ ン タ ー に ヒ ア リ ン グ を 行 っ た 。 さ ら に ， 豊 島 区 巣 鴨 地 蔵 通 り 商 店 街 に お

い て ， 景 観 保 全 に 関 す る ヒ ア リ ン グ 調 査 を 行 っ た り ， 横 浜 市 の 建 築 協 定 地 区 の 住 民 か ら も

意 見 聴 取 を 行 っ た 。  

 た だ し ， 当 初 は 自 治 会 町 内 会 に 質 問 票 調 査 を 実 施 す る 予 定 で あ っ た が ， 時 間 ・ 予 算 的 な

制 約 か ら 不 可 能 と な り ， 複 数 の 団 体 ・ 地 域 に ヒ ア リ ン グ を 行 う に と ど ま っ た 。  

 ③ 研 究 の 成 果  

 景 観 法 に お け る 景 観 整 備 機 構 （ 92条 ） ， 景 観 協 議 会 （ 15条 ） な ど ， 景 観 法 に は い く つ か

の 公 私 協 働 の し く み が 組 み 込 ま れ て い る こ と を 整 理 し た 。  

 し か し ， 住 民 団 体 へ の ヒ ア リ ン グ や 分 析 の 結 果 ， 景 観 法 以 前 に ， 都 市 計 画 決 定 に 対 す る

住 民 参 加 （ 都 計 16条 ・ 17条 ） の 充 実 を 基 軸 と し て ， 景 観 保 全 に 尽 力 す る 主 体 を 創 出 す る こ

と ， そ の た め の 制 度 整 備 が 最 も 重 要 で あ る と の 見 解 に 到 達 し た 。  

 こ の 点 に お い て ， 法 制 度 設 計 の あ り 方 に つ い て ， 一 定 の 政 策 提 言 を な し 得 る と 考 え る 。
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